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１．はじめに
　我が国では，2005年から2010年の国勢調査の結
果から，地方都市の38 県で人口減少が進んでい
る1）．つまり，多くの地方都市において人口減少
が進んでいることになるが，そうした地方都市の
中でも人口減少が一様に進んでいるわけではない．
例えば本研究で対象とする地域が属する佐賀県内
でも，市町村間や同一市町村内においても地域間
で人口の増減に大きな差がみられる2）．こうした
人口減少型社会に直面している現在，今後計画的
に都市を縮退させなければならないという議論3） 
もなされるようになってきている．その中，多く
の都市で集約型の都市構造（コンパクトシティ）
が指向されはじめているが，都市的な土地利用を
集約することは，人口の集積をコントロールする
ことにも繋がり，その集積を誘導する場所によっ
ては水害リスクが現在よりも増加してしまう危険
性も出てくるものと考えられる．なお，計画的
に都市を縮退させる「賢い都市撤退（スマート・
シュリンク）」に関しては，その考え方の基盤と
なるような研究4），5），6），7），8），9）の蓄積が進んでいると
ころであるが，基本的な考え方としては，都市の
中で住環境の整備水準の高い部分や安全性の高い
部分を残し，逆に整備水準の低い部分や安全性の
低い部分を撤退させていくという考え方に収束す
ると思われる．また，スマート・シュリンクの概
念を実行できる可能性のある制度として立地適正
化計画があり，既存の都市計画区域において立地
適正化計画区域を設定し，水害リスクが低い場所
や，ネットワークが発達しているような都市の核
となる部分へ都市機能を誘導させることも可能で
はないかと考える．なお，対象地区が属する佐賀
県では，立地適正化計画の策定は小城市と嬉野市
のみでしか計画が取り組まれておらず，計画を検
討する上での指標化もあまり進んでいないと思わ
れる． 
　先に述べた現状の中で，実態として一つの都市
圏の中ではどのように都市化が進み同時にどのよ
うに都市撤退が進んでいるかを明らかにした研
究10） はみられるが，人口予測からみた都市化及
び都市撤退における都市構造の将来評価まで踏み
込んだ研究の蓄積は少ない．一方で，人口予測に
ついては中西ら11） は市町村よりも小さな単位（１
km メッシュ）での人口集積に着目し，既存のデー
タ等を用いて過去や現在の都市構造を提示するだ
けではなく，将来人口の予測手法と組み合わせて
将来の都市構造を提示することの有用性について
指摘している．
　そこで，本研究では中西ら11）の手法を参考に，
小単位（１km メッシュ）での人口予測を行い人
口分布の傾向を捉える．さらに，本研究の対象地
区において最もシビアな問題の一つである水害リ
スクの将来的な増減について明らかにする．また，
人口予測の結果をもとに住環境の観点と人口集積
の関係性を明らかにする．これら人口予測，浸水
想定区域及び住環境の 3 つの観点から，時空間的
アプローチで都市構造を評価し，これからの都市
のマスタープランとして，スマート・シュリンク
の基礎的知見を得ると同時に，対象地区における
立地適正化計画に向けた方向性を提示することを
目的とする．
２．対象地区の概要
　図－１は，本研究における対象地区を示してい
る．対象地区は，都市間の人口動態の影響と浸水
想定区域を考慮して，佐賀市，小城市，神崎市，
鳥栖市，みやき町，上峰町，吉野ヶ里町，江北町，
大町町，白石町の10都市の平野部（高速道路以南
の地区）とする．
　また，対象地区は佐賀低平地に位置しており，
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地形の起伏がほとんど無く天井河川になっている
箇所が多い特徴がある．そして，有明海の干満の
差が大きいことから感潮河川となっており，満潮
時の河川の排水能力が低くなる．さらに，高潮が
発生すると河川の排水能力が下がるため，特に水
害に対するリスクが全体として高い地域である．
　次に，対象地区における都市計画区域の設定状
況について述べる．なお，高速道路より北側は山
間部でほぼ占められており，鳥栖市を除いては概
ね都市計画区域外の地域となっている．図－２
は，2009年までの対象地区内における都市計画区
域等の設定状況を示している．線引きされた佐賀
都市計画区域及び鳥栖都市計画区域，その他の都
市の非線引きの都市計画区域，及び都市計画区域
外の地域から構成されていた．また，図－３は対
象地区における2016年時点の都市計画区域等の設
定状況を示している．対象地区内では，佐賀都市
計画区域及び鳥栖都市計画区域が線引きされてお
り，その他の都市計画区域は非線引き，及び都市
計画区域外の地域から構成されている．また，対
象地区の多くが都市計画区域に設定されているた
め，立地適正化の検討をする上で条件が整ってい
る地区であると考えられる．
３．人口予測
３．１　人口予測の方法
　本研究では，対象地区における将来の都市構造
を把握するために人口予測を行う．人口予測につ
いては，コーホート要因法やコーホート変化率法
が代表的な手法として挙げられる．本研究では，
より詳細な地域の状況を捉えるために，社人研（国
立社会保障・人口問題研究所）によって人口推計
されている最小の市町村単位よりも詳細な１km
メッシュ単位で人口予測を行うこととする．予
測の方法は，コーホート変化率法とし，中西ら11）
の提案する近傍 9 メッシュ（3 × 3 メッシュ）を
用いてコーホート変化率を求め人口推計を行う方
法を採用した．なお，人口推計に用いたデータは
2005年及び2010年の国勢調査（対象地区を含む
10都市）の男女別 5 歳階級別人口（小地域）であ
る．また，１km メッシュは，基準地域メッシュ（３
次）ではなく，10都市全体を覆い尽くすように任
意に１km メッシュを作成し，面積按分すること
により，メッシュごとの男女別５歳階級別人口を
集計した．
　なお，社人研が市町村別に５年おきに男女別５
歳階級別の人口を推計しており，この推計値をコ
ントロールトータルとしてメッシュごとに補正を
行うという中西ら11）の提案する補正方法も本研
究において採用している．
３．２　人口予測の結果
　人口予測については，集計する単位が小さくな
るほど推計結果の誤差が大きくなることが一般的
に知られている．図－４は，１km メッシュ単位
で単純にコーホート変化率法により人口推計した
図-１　対象地区
図-２　都市計画区域の設定状況（2009年まで）
図-３　都市計画区域の設定状況（2016年時点）
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結果，及び近傍 9 メッシュを用いてコーホート変
化率を補正する方法により人口推計した結果につ
いて10都市における総人口を集計し，さらに社人
研が市町村別に人口推計を行った結果の10市の合
計から算出したコントロールトータルに対する補
正率を示している．つまり，この補正率が1.000
に近いほど，社人研の予測した推定値と乖離が少
ないことを意味する．また，補正率が1.000より
小さくになるほど，メッシュによる予測値が過大
になり，反対に大きくなるほど予測値が過少に
なっていることを示している．
　この結果，本研究ではいずれの予測年次で過大
推計となっていることが分かった．近傍 9 メッ
シュによるコーホート変化率の補正を行った場合
は，補正率が2035年までは0.800から1.000の間に
収まっていることが分かる．この補正により予測
の精度が一定程度保たれていることが明らかと
なったため，以降の人口予測結果は，この近傍９
メッシュによるコーホート変化率の補正を行った
ものについて考察を行っていくこととする．
　図－５，６，７，８，９，１０は，１km メッシュの
2010年の実測値と2015年以降2035年までの人口予
測の結果を示したものである．なお，図中には，
DID（Densely Inhabited District：人口集中地区）
の密度の基準である4,000 人 /km2 の基準を満た
すメッシュを網目で示している．ただし，DID
の定義は「人口密度が4,000人 /km２ 以上の基本単
位区が互いに隣接して人口が5,000人以上となる
地区に設定される．ただし，空港，港湾，工業地
帯，公園など都市的傾向の強い基本単位区は人口
密度が低くても人口集中地区に含まれる．」とさ
れているため，ここで示すものは厳密な意味で
の DID ではない．さらに，図－１１ には，対象地
区内の総人口と DID の密度の基準を満たすメッ
シュの数の推移を示している．
　この結果，2010年から2035年にかけて対象地区
の総人口は約47万人から約35万人程度に減少する．
一方，DID の密度の基準を満たすメッシュの数
は，2010年時点では17メッシュ確認できるが，変
化しない年次間や，大幅に減少している年次間が
繰り返し起こり，階段状に徐々に減少していき，
2035年には 6 メッシュと最小となる．これらの結
果から，対象地区全体の人口分布の傾向としては，
人口減少が進み，低密度化が進むが，一方で僅か
ではあるが人口の集積が進む個所も存在すること
が明らかとなった．
図-４　予測年ごとの補正率
図-５　2010年の人口分布（実績値） 図-６　201５年の人口分布（予測値）
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　また，図－１２は年代別（年少人口：15歳未満，
生産年齢人口：15歳以上65歳未満，老年人口：65
歳以上）の2010年の実績値と2015年から2035年ま
での予測値を示したものである．この結果，高齢
者数の増加がみられるものの，生産年齢人口及び
年少人口が減少し，結果的に総人口が減少してい
くという特徴がみられることが明らかとなった．
４．人口予測結果と浸水想定区域の関係
４．１　対象地区の浸水想定
　ここでは，対象地区の浸水想定について，水防
法による浸水想定区域の予測結果注 1）から考察を
行う．図－１３ は，対象地区における浸水想定区
域を示したものである．なお，浸水想定区域は流
域ごとに予測されているため，浸水想定区域が重
複する地域については，想定浸水深のより大きい
ものを採用している．つまり，図－１３ は対象地
区において想定されている最大の浸水深を示して
いる．また，表－１は，浸水想定深ごとに面積と
構成比を示している．
　これより，対象地区は浸水の危険性のない区域
が少なく，浸水の危険性のある区域が対象地区の
図-７　2020年の人口分布（予測値）
図-９　20３0年の人口分布（予測値）
図-８　202５年の人口分布（予測値）
図-10　20３５年の人口分布（予測値）
図-11　総人口と DID 密度の基準を
満たすメッシュ数の変化
図-12　年代別の総人口の変化
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多くを占めていることが読み取れる．これは，対
象地区が低平地の特性上，河川の水位変動による
影響を敏感に受けやすく，平坦な土地であるため
広範囲に浸水が及ぶことが原因であると考えられ
る．また，浸水深別の面積を見てみると，浸水の
危険性のある区域が全体の約82% であった．
４．２　浸水想定深さ別の人口集積
　３章で明らかとなった対象地区における人口予
測の結果と，対象地区における浸水想定の状況か
ら，浸水想定深さ別に人口集積の変化を明らかに
することとする．
　表－２は，浸水想定深別に各年の人口集積状況
を集計したものである．この結果，浸水想定され
ている区域の人口は，年次の進行とともに基本的
に減少するものの，浸水想定無しの区域の人口も
同様に減少していることが読み取れる．ただし，
浸水深5.0m 以上の区域においては僅かではある
が人口の増加が見られた．また，浸水想定されて
いない区域の2010年の人口は24.6% であり，いず
れの年次においても，対象地区全体の人口に対し
て四分の一程度の割合で維持していくという結果
となった．また，浸水想定されている区域におい
ても同様に，年次の進行とともにほとんどその割
合に変化は見られない．このことから，浸水が想
定されている区域の人口は減少するが，総人口か
ら見た相対的な水害リスクは減少する訳ではない
ことが示唆された．
図-1３　対象地区の浸水想定状況
浸水深さ 面積（ha） 構成比（%）
５．0 ｍ以上 319 0．6%
2．0 ｍ以上 ５．0 ｍ未満 9，153 16．2%
1．0 ｍ以上 2．0 ｍ未満 15，318 27．1%
0．５ ｍ以上 1．0 ｍ未満 13，766 24．4%
0．５ ｍ未満 8，210 14．5%
浸水なし 9，700 17．2%
対象地区 56，466 100．0%
表-１　浸水想定深ごとの面積と構成比
想定浸水深 2010 2015 2020 2025 2030 2035
浸水想定無し 115，495（２4．6） 109，74２（２4．8） 106，711（２4．9） 10２，363（２5．0） 95，650（２4．9） 86，346（２4．7）
0．５ ｍ未満 103，015（２1．9） 95，974（２1．7） 91，583（２1．4） 86，２05（２1．0） 78，966（２0．6） 70，104（２0．1）
0．５ｍ以上 1．0ｍ未満 1２6，939（２7．0） 119，604（２7．0） 115，670（２7．0） 111，054（２7．1） 104，58２（２7．3） 95，9２0（２7．5）
1．0ｍ以上 2．0ｍ未満 9２，381（19．7） 87，718（19．8） 85，5２6（２0．0） 8２，948（２0．２） 79，140（２0．6） 73，740（２1．1）
2．0ｍ以上 ５．0ｍ未満 31，04２（6．6） ２9，035（6．6） ２7，798（6．5） ２6，3２3（6．4） ２4，38２（6．4） ２1，995（6．3）
５．0 ｍ以上 　778（0．２） 　807（0．２） 　850（0．２） 　881（0．２） 　894（0．２） 　876（0．3）
総人口 469，650（100） 44２，880（100） 4２8，138（100） 409，775（100） 383，614（100） 348，981（100）
表-２　浸水想定深別の人口集積　　（　）内は総人口に対する割合（%）
図-1４　浸水想定区域内の年代別人口割合の推移
　さらに，図－１４は，浸水想定のある地域に集積
する人口の割合の推移を年代別に示したものであ
る．この結果，浸水想定区域内に住む年少人口及
び生産年齢人口の割合は，いずれも減少傾向にあ
る．一方で，老年人口の割合が2010年と比較する
と2035年では 1 割弱ほど増加していることが明ら
かとなった．
　以上の結果から，浸水の可能性の高いところか
ら人口が減っていくという傾向は見られず，人口
集積から見た水害リスクはほとんど変化がなく，
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さらに災害弱者となり得る可能性がより高い高齢
者の水害リスクが高まる可能性があることが明ら
かとなった．
　なお，スマート・シュリンクという観点からこ
れらの結果を考察すると次のような可能性が考
えられる．まず，2010年時点で115，495人が浸水
想定のない区域に居住しているが，2035年には
86，346人へと減少し，その差は29，160人となって
いる．今後，一世帯当たりの世帯構成人員がさら
に減少していくことも考えられるため，浸水想定
外から移り住み居住するための敷地や住宅がその
差分だけ単純に余るとは言えないが，少なくとも
浸水想定のない区域において人口が減る分ある程
度の人口を浸水想定のない区域に引き受ける余地
ができるものと思われる．こうした余地に，人口
集積を誘導していくことで，減災に寄与する都市
構造を導いていける可能性があると考えられる．
５．住環境の整備水準と人口集積の関係
５．１　住環境指標の設定 
　この章では，住環境の観点から，都市の中で積
極的に活用すべきであると考えられる場所と人口
集積の関係性を明らかにする．住環境の指標化に
関しては，様々な視点から多くの研究の蓄積があ
るが，本研究では都市の中で施設までの距離帯
を検討し人口集積との関係を分析している相5）の
研究， 及び距離という観点から都市内の施設まで
の距離について検討している丁ら6）の研究を参考
に，表－３のように住環境の向上に寄与すると考
えられる施設を抽出し，各施設までの距離という
観点から住環境の指標化を試みた．また，図－１５
には対象地区内における対象施設の分布状況を示
す．具体的には，各メッシュの重心から各最寄り
の施設までの距離，及び各施設からの一定の距離
帯をとり各メッシュに対するカバー面積の割合を
算出することで指標化した．それぞれの指標の取
り方のメリット及びデメリットをまとめると表－
４の通りであり，どちらの指標化の手法も一長一
短あるが，本研究では両手法を用いて指標を作成
し，重回帰分析による変数選択により結果的に人
口集積と関係の深い指標を探索的に同定すること
を試みた．
図-1５　対象地区内の対象施設
施設の種類
駅 病院
コンビニエンスストア 医院，診療所
スーパー（ショッピングセンター含む） 福祉，介護施設
市区町村役場 保育所，幼稚園
公民館，集会所 警察署
銀行 都市公園
郵便局 文化施設
学校 スポーツ施設
表-３　対象施設
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　なお，本研究では距離帯について徒歩圏域を想
定し500 ｍ及び1000 ｍに設定し，またより現実的
な移動を考慮しユークリッド距離ではなく道路網
のネットワークデータを作成し，道なりの距離を
用いることとした．
方法 メリット デメリット
メッシュの重心から最寄りの各施
設までの最短距離を指標とする方
法
・分析者が恣意的に距離を設定し
なくてよい．
・距離として詳細な値まで指標化
できる．
・メッシュの代表点から最寄りの施設までの距離なの
で，メッシュの端と中央との差が表現できない．
・最寄りの１施設までの距離なので，同じ様な距離に
２施設以上あっても，そのことを指標に反映できない．
各施設から一定の距離帯を設定し，
その圏域が各メッシュをカバーす
る面積の割合を指標とする方法
・２施設以上からの影響を指標に
反映できる．
・分析者が恣意的に距離を決めなくてはならない．
表-４　指標の取り方によるメリットとデメリット
５．２　住環境指標と人口集積の分析結果
　ここでは，2010年の人口実績値における年少人
口，生産年齢人口，老年人口，総人口を目的変数
とし，各メッシュの重心から各施設までの最短
距離，及び各施設から500m，1000mの圏域が各
メッシュをカバーする面積を説明変数とし，重回
帰分析を行った．なお，説明変数はステップワイ
ズ法により有意な変数のみを採択し，さらに多重
共線性の疑いを排除するために VIF（Variance 
Inflation Factor）が10以下であることを確認して
いる．その結果を表－５に示す．
　なお，表中の係数のマイナス値に関して，施設
までの最短距離の場合は距離に対する評価である
ため，施設へアクセスする距離が大きいほど人口
集積に対してマイナス側に寄与することを意味す
る．また，施設のカバー面積の場合は，施設がカ
バーする面積が大きいほど人口集積に対してマイ
ナス側に寄与する．つまり，係数の絶対値が大き
いほど人口集積とその施設に関係性があるという
ことを示している．
　この結果，各年代において重決定係数は0．8前
後を示しており，抽出された説明変数は各年代の
人口集積に有意に影響するものであることが示さ
れた．また，各年代で人口集積に有意な影響を与
える共通の要因として，都市公園が抽出された．
これは，人が集まる場所に都市公園は作られる傾
向にあるためだと考えられる．また，スーパー
（ショッピングセンターも含む）も人口集積に影
年少人口 2010 年 生産年齢人口 2010 年 老年人口 2010 年 総人口 2010 年
係数 係数 係数 係数
最短距離 (m)
駅 -．057 駅 -．055 病院 -．09２ 駅 -．055
カバー面積（５00m，1000m）
コンビニ 500 ．1２8 コンビニ 500 ．1２２ コンビニ 500 ．101 コンビニ 500 ．116
スーパー 1000 ．２4２ スーパー 1000 ．２05 スーパー 500 ．17２ スーパー 1000 ．２05
役場 500 -．065 役場 500 -．085 銀行 1000 ．191 役場 500 -．081
公民館・集会所 500 ．057 銀行 1000 ．171 医院・診療所 500 ．117 銀行 1000 ．173
銀行 1000 ．168 医院・診療所 500 ．115 福祉・介護施設 500 ．144 医院・診療所 500 ．1２２
郵便局 500 -．05２ 福祉・介護施設 500 ．155 保育所・幼稚園 500 ．1２3 福祉・介護施設 500 ．157
福祉・介護施設 500 ．190 保育所・幼稚園 500 ．106 都市公園 1000 ．２13 保育所・幼稚園 500 ．105
保育所・幼稚園 1000 ．131 都市公園 1000 ．２40 スポーツ施設 500 -．056 都市公園 1000 ．２34
都市公園 1000 ．２37
重決定係数 ．793 重決定係数 ．8２0 重決定係数 ．780 重決定係数 ．8２２
表-５　各年代における説明変数
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響を与える共通要因であるが，同施設の位置関係
から人が集まる近辺に多く立地していることが分
かった．なお，老年人口に関しては他の年代とは
異なる傾向を示しており，特に最短距離に関して
は駅ではなく病院が遠くなるほど老年人口の集積
にはマイナス側に寄与することが示された．これ
については，老年人口に含まれる高齢者は移動に
関して制約がかかるため，高齢者が居住する区域
の近辺に病院が多く建てられていることが要因と
して考えられる．なお，年代別に，固有に影響の
ある施設の集積を誘導していくことでターゲット
となる年代をその地域により集積させていける可
能性もある．
　また，浸水想定区域に指定されていない区域，
もしくは指定されていたとしても，床下浸水（想
定浸水深0．5ｍ未満）の地域に人口集積の誘導を
行うことができれば，施設との距離という住環境
の整備水準の向上のみならず，対象地区全体とし
ての水害リスクの低減という面に対しても寄与す
ることが期待される．
６．人口予測と浸水想定，および住環境を
観点とした都市構造評価
６．１　抽出された主成分軸
　６章では，総人口の人口推計値，浸水想定深，
住環境指標（距離，カバー面積）の 3 つの情報を
集約し都市構造評価を行うため，主成分分析に
よって抽出された軸をもとに主成分得点を算出し
評価を行っていくこととする．
　主成分分析の結果，抽出された軸は 1 個のみ（寄
与率93．6%）であった．この軸についての成分行
列を表－６に示す．絶対値が最も大きい変数は「駅
距離」であった．また，係数の符号より，駅まで
の距離が大きくなるほどマイナス評価になるとい
うことと，浸水想定深さが高いほどマイナス評価
になること，総人口と各施設の圏域はプラス評価
であることから，この抽出された成分は，都市構
造を総合的に見て評価をしている意味合いの軸と
なる．よって，本研究では抽出されたこの軸を「都
市構造の総合評価軸」と命名した．
６．２　主成分得点の結果
　ここでは，抽出された都市構造の総合評価軸に
対する主成分得点を算出し，メッシュごとの得点
分布図を作成することによって，総合評価が高い
場所，及び低い場所を空間的に把握していく．ま
た，得点分布図を構成するメッシュ数の将来変化
から，総合評価の時間的な把握も把握していく．
　図－１６，１７，１８，１９，２０，２１は，2010年から2035年
までの主成分得点の分布を示した図である．この
結果より，得点が高いところほど駅周辺に分布し
ていることが分かる．この理由として，成分行列
での駅距離の重みが大きかったことが挙げられる．
つまり，駅からの距離が大きくなるほど，都市構
造の総合評価に対しての得点が小さくなるという
ことになる． 
　また，図－２２には2010年から2035年までの対象
地区全体の平均得点の推移と，得点1．0以上の基
準を満たすメッシュの数の推移を示した．この結
果より，年次の進行とともに対象地区の平均得点
は低下し，2025年以降の平均得点はマイナス側へ
変化し，それ以降も得点は低下を続けていくとい
う結果となった．また，得点1．0以上の基準を満
たすメッシュの数は，年次の進行とともに同様に
減少していく結果を示した．このことから，3 つ
の観点からの都市構造の総合評価は，対象地区全
域で将来低下していき，一方で駅近傍や鉄道網に
沿って評価の高い区域が残っていくもしくは維持
されていくという結果となった．なお，主成分得
点の分布によって示した評価は，都市構造を数値
的に明示しており，各都市の都市計画区域におい
て，より市街地として維持していく場所を峻別す
るための手掛かりになるのではないかと考えられ
る．
表-６　成分行列
成分（軸）
１
総人口 ．339
浸水想定深 -．２49
駅（距離） -1．000
コンビニ（５00 ｍ圏域） ．２88
スーパー（1000 ｍ圏域） ．２6２
役場（５00 ｍ圏域） ．108
銀行（1000 ｍ圏域） ．２03
医院・診療所（５00 ｍ圏域） ．331
福祉・介護施設（５00 ｍ圏域） ．3２0
保育所・幼稚園（５00 ｍ圏域） ．２63
都市公園（1000 ｍ圏域） ．２04
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図-16　2010年の得点分布 図-17　201５年の得点分布
図-18　2020年の得点分布 図-19　202５年の得点分布
図-20　20３0年の得点分布 図-21　20３５年の得点分布
図-22　平均得点と得点1．0以上の基準を
 満たすメッシュ数の推移
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７．まとめ
　本研究では，１km メッシュを用いてコーホー
ト変化率法による人口予測を行うことにより，対
象地区内のより詳細な人口予測を行った．また，
浸水想定区域との関係や，既存の施設ストックと
の関係性を分析することにより，水害リスクが将
来的にどのように変化するのかを推計するととも
に，既存の施設ストックと現時点での人口集積の
関係についての推察を試みた．
　その結果，対象地区においてこのままの人口増
減のトレンドで進んで行くと，対象地区全体とし
ての人口は減少するものの，総人口の相対的な割
合からみた水害リスクは減少する訳ではないこと
が示唆される結果となった．さらに，その人口の
集積は既存の施設ストックとの距離的関係がある
ことが示され，人口集積を検討する上での誘導施
設として期待ができる．また，これらの観点から
都市構造の評価を行った場合，現状の水害リスク
及び住環境指標値でいくと，年次の進行と伴に都
市構造の評価は対象地区全体で低下していくこと
が見られた．なお，各都市の都市計画区域におい
て相対的に評価が高い場所は，各都市の核となる
部分であると考えられる．本研究で示したような
都市構造の評価を数値的に明示することによって，
対象地区の各都市における立地適正化への考え方，
「コンパクトシティ・アンド・ネットワーク」型
の都市構造を目指していくための材料になるので
はないかと考えられる．
　ただし，今回本研究で人口推計を行った元デー
タは2005年及び2010年のものである．対象地区は
2010年以降に都市計画的な規制・誘導の設定が大
きく変更されている．特に佐賀市南部において市
街化調整区域に指定された地域が大幅に増加して
おり，水害リスクを避けた区域への人口の集積，
及び既存の施設ストックを活用できる人口の集積
へと，この指定変更が寄与することを期待したい．
なお，対象地区における大幅な都市計画区域の変
更から，未だ10年も経っておらず，都市計画の設
定による人口動態及び住環境指標への効果を検証
できるだけのデータも現時点では入手することは
まだ難しいため，この点は今後の課題としたい．
【補注】
注 1）本研究で用いた浸水想定区域のデータは，国土数値情報
（http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/）から入手したものである．
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